
小竹町多世代地域交流食堂支援事業補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 この告示は、地域福祉の増進及び共生社会の実現のため食を通じた多

世代交流を促進し、地域住民の居場所の確保を目的とした取組を支援する小

竹町多世代地域交流食堂支援事業補助金（以下「補助金」という。）の交付

に関し、「小竹町補助金交付規則（平成１３年小竹町規則第２号）」に定め

るもののほか必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この告示において「多世代地域交流食堂（以下「食堂」という。）」

とは、小竹町内において地域住民が主体となり、子ども、高齢者、障がい者

、その他の住民等が気軽に集い、食事の提供や交流を行う場をいう。 

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付を受けることができる者は、次の各号のいずれにも該当

する個人又は団体（以下「団体等」という。）とする。 

⑴ 小竹町内で食堂を定期的に開催、又は新たに立ち上げようとする団体等

であること。 

⑵ 政治的又は宗教的活動を目的としないこと。 

⑶ 利用料金を、無料又は材料費等の実費相当額としていること。 

⑷ １回当たり１０食以上提供できる体制を有していること。 

⑸ 保健所の指導に基づいた食品衛生管理を徹底し、食中毒予防、防火等に

配慮して行われること。 

（補助対象経費） 

第４条 補助金の交付対象となる経費は、食堂の運営に直接必要な経費のうち

、次に掲げるものとする。 

⑴ 食材費 

⑵ 消耗品費（食器、調理用具、衛生用品等） 

⑶ 会場使用料 

⑷ 保険料（ボランティア保険、イベント保険等） 

⑸ 広報費（チラシ、ポスター、SNS広告等） 

⑹ その他町長が特に必要と認める経費 

２ 前項に掲げるもののうち、謝金、飲食を伴う懇親会費、団体等の構成員の

みによる慰労会等に要する経費は補助対象外とする。 

（補助金の額） 

第５条 補助金の額は、補助対象経費の実支出額とし、１団体等につき１会計

年度に１０万円を上限とする。 



（補助対象期間） 

第６条 補助対象期間は、交付決定の日から当該申請日の属する年度の３月末

までとする。 

（申請の手続） 

第７条 補助金の交付を受けようとする団体等は、小竹町多世代地域交流食堂

支援事業補助金交付申請書（様式第１号）に、次に掲げる書類を添えて小竹

町長に提出しなければならない。 

⑴ 事業計画書 

⑵ 収支予算書 

⑶ 団体等の概要が分かる書類（規約、会員名簿等） 

⑷ その他町長が必要と認める書類 

（交付決定等） 

第８条 町長は、前条の申請書を審査し、補助金の交付の可否を決定し、小竹

町多世代地域交流食堂支援事業補助金（交付・不交付）決定通知書（様式第

２号）により通知するものとする。 

（実績報告） 

第９条 補助金の交付を受けた団体等は、事業完了後、小竹町多世代地域交流

食堂支援事業補助金実績報告書（様式第３号）に次の書類を添えて提出しな

ければならない。 

⑴ 収支決算書 

⑵ 領収書等の写し 

⑶ 活動の様子が分かる写真 

⑷ その他町長が必要と認める書類 

（交付の確定） 

第１０条 町長は、前条の報告を受けた後、内容を審査し、適正と認めた場合

は補助金の額を確定し、小竹町多世代地域交流食堂支援事業補助金確定通知

書（様式第４号）により通知するものとする。 

（補助金の交付） 

第１１条 前条の規定による補助金確定通知を受けた交付決定者は、速やかに

小竹町多世代地域交流食堂支援事業補助金交付請求書（様式第５号）を町長

に提出しなければならない。 

２ 町長は、前項の規定による請求書の提出があったときは、遅滞なく補助金

を交付するものとする。 

（返還） 

第１２条 町長は、虚偽その他不正な行為により補助金の交付を受けたと認め



たときは、当該補助金の全部又は一部の返還を小竹町多世代地域交流食堂支

援事業補助金返還命令書（様式第６号）により命ずることができる。 

（委任） 

第１３条 この告示に定めるもののほか、補助金の交付に関して必要な事項は

、町長が別に定める。 

附 則 

この告示は、令和８年４月１日から施行する。 

 

 


